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1. はじめに 

1995年 12月の「建築物の耐震改修の促進に関する法律」

施行後、全国で公共建築物を中心とした耐震診断及び耐震

改修が実施されている。 

本研究では、1996年 9月から 2015年 12月までに、(社)

北海道建築士事務所協会の耐震診断判定委員会において

第 2 診断（一部第 3 次診断を含む）が行われた RC 造建築

物 2421 棟、SRC 造建築物 74 棟、S 造建築物 120 棟、屋内

運動場 560 棟の結果を用いて北海道の建築物の耐震性能

評価を行う。 

2. 耐震診断基準の概要 

建築物の耐震性能の判定は、構造種別ごとの耐震診断基

準 1)2)3)4)を基に行われている。基準では、構造耐震指標 IS
値と累積強度に関わる指標 CTU・SD値または、保有水平体力

に関わる指標 q 値が規定されている。耐震性能の判定は、

RC 造及び SRC 造建築物では(1)式、S 造建築物及び屋内運

動場では(3)式を満足する場合に「安全」とし、そうでなけ

れば「耐震性に問題あり」とされる。 

 IS≧ISO かつ、CTU･SD≧0.3×Z×G×U 

IS0=ES×Z×G×U 

IS≧ISO かつ、q≧1.0 

(1) 

(2) 

(3) 

ここで、CTUは終局時累積強度指標、SDは形状指標、Zは

地域指標、Gは地盤指標、Uは用途指標、ESは耐震判定基

本指標を表す。ISOは構造耐震判定指標であり、S造建築

物で ISO=0.6、屋内運動場で ISO=0.7 である。 

IS値は建築物の各階、各方向それぞれについて算定さ

れるが、本論文では、それらのうち最小のものを建築物

の最小 IS値として議論する。 

3. 北海道の耐震診断状況 

 図 1 に耐震診断棟数の年度推移を、構造種別ごとに示

す。判定棟数は法律やそれに伴って都道府県が制定する促

進計画の影響を受け、北海道では多数利用建築物を対象と

した「北海道耐震改修促進計画」が施行された 2006 年か

ら 10年間で 2465棟（全棟数の 77.6％）が診断された。こ

の計画は 2016年 5月に多数利用建築物の耐震化率 95％と

なるように改定され、さらに耐震診断が実施される建築物

が増えていくことが期待される。2013年 11月には耐震改

修促進法の改正が行われ、大規模建築物の耐震診断実施及

び所管行政庁への結果報告が義務付けられた。それに伴い

北海道では、それ以前まで学校建築や庁舎が診断を中心に

診断が行われていたが、2014 年には耐震診断実施棟数の

うち学校や官庁関係以外の用途の建築物の割合が 42.7％、

2015年では 54.6％となった。その結果、2008年までは皆

無だった SRC造建築物の判定棟数も増えてきている。 

4. 耐震診断結果 

耐震診断の結果から補強が必要と判定され、耐震改修

（補強計画も含む）が行われた建築物は、RC造建築物 750

棟、SRC造建築物 5棟、S造建築物 8棟、屋内運動場 67棟

であった。これらの建築物について、耐震改修前後の最小

IS 値の統計値を表 1 に示す。耐震改修によって最小 IS 値

のばらつきは低減し、どの構造種別においても平均 0.7以

上となり、十分な耐震性能を得る。 

図 2に、耐震診断が行われた RC造建築物 2421棟の最小

IS値分布を示す。棒グラフは相対頻度を表し、曲線はその

頻度分布を対数正規分布で近似したものを表す。耐震改修

後の最小 IS値分布は(3)式で近似したものを点線で示す。

また、耐震改修が行われた 750棟の改修前後について、相

対頻度及び、対数正規分布で近似した頻度分布を 750/2421

倍して示している。 

ここで、PIS(x)、PBS(x)、PAS(x)はそれぞれ未改修時の全建

 PRS(x)=PIS(x)-RS×PBS(x)+RS×PAS(x) (3) 

Performance Assessment of Existing Buildings in Hokkaido Based on Seismic Diagnosis Data 

OOKAWARA Takumi 

 

図 1.年度別判定棟数の推移 
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表 1.耐震改修前後の IS値の統計値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

RC : 750棟 平均 標準偏差
改修前 0.43 0.15

改修後 0.72 0.12

SRC : 5棟 平均 標準偏差
改修前 0.41 0.21

改修後 0.72 0.13

S : 8棟 平均 標準偏差
改修前 0.54 0.67

改修後 1.02 0.40
屋内運動場

67棟
平均 標準偏差

改修前 0.59 0.70

改修後 1.07 0.42

 

図 2.RC 造建築物の IS値分布 
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築物の最小 IS値分布、改修対象建築物の改修前の最小 IS
値分布、改修対象建築物の改修後最小 IS値分布を対数正

規分布近似したものを、RSは改修率(耐震改修が行われた

棟数/全棟数)、xは IS値を表している。 

RC 造建築物の最小 IS値は、0.4 から 0.5 にピークをも

つ対数正規分布で近似でき、かなりばらつきが大きい。そ

の内、耐震改修が行われた 750 棟についてのみに着目す

ると、耐震改修前後の最小 IS値はそれぞれ、0.4から 0.5、

0.7 から 0.8 にピークをもつ対数正規分布に近似でき、

耐震改修によって最小 IS値分布は右に平行移動する。 

図 3 に、全棟数 2421 棟のうち 750 棟(31%)、525 棟

(22％)、292棟(12％)、の耐震改修が行われたとき、及び

未改修時の最小 IS値分布を示す。曲線はそれぞれ(3)式に

よる相対頻度の近似曲線を表す。改修率が高くなる、すな

わち耐震改修が行われた建築棟数が増えるに従い、IS値が

0.65 から 0.7の相対頻度が大きくなっていく。 

図 4に耐震診断の実施棟数を地域ごとに示す。石狩地域

が判定棟数 764 棟で最多、留萌地域が 30 棟で最少となっ

ている。IS値不足棟数の割合が最も高い地域は根室地域で

50.0％、最も低い地域は石狩地域で 31.3％である。判定棟

数に地域差があるものの、不足棟数割合はどの地域でも 30

～50％程度であった。 

5. RC 造建築物の地震被害予測 

RC 造建築物 2421 棟を対して、中埜、岡田 5)らの方法を

適用して地震被害率を予測する。文献 5)によると建物群の

IS 値の確率密度関数を PRS、入力地動のばらつきを考慮し

た荷重効果 ET の確率密度関数を PET とし、｢全建物に対す

る被害建物数の割合」を「被害率 V」と定義すると、被害

率 V 及び被害建築物の IS値分布 v(x)はそれぞれ次式で表

せる。ただし xは IS値、rは ET値を表す。 

 

(4) 

(5) 

1968 年十勝沖・1978 年宮城県沖地震（旧震度Ⅴ相当）、

1995 年兵庫県南部地震（旧震度Ⅵ相当）、2011年東北地方

太平洋沖地震（震度 5 強、6 弱、6 強）で中破以上の被害

を受けた建物の IS 値分布はそれぞれ文献 5)6)7)で算出され

ており、それらを用いて予測地震被害率を算定する。 

図 3 に示した最小 IS 値分布を確率密度関数として、算

出した予測地震被害率を図 5に示す。予測される地震被害

率は震度階別で見てみると、改修率によらず旧震度Ⅴ、震

度 5強、震度 6弱、震度 6強と旧震度Ⅵという順に大きく

なっている。改修が進んでいくことで地震被害率は減少し、

改修率が 30％程度になると、どの震度階でも改修前より

15％程度低減されている。 

6. まとめ 

北海道の耐震診断結果に基づき、北海道の建築物の耐震

性能を分析し、以下の知見を得た。 

①耐震診断の実施棟数は法律や促進計画に影響を受け、

2008年以降は、用途としては学校や官庁関係以外、構造種

別としては SRC造建築物の耐震診断が増えている。 

②耐震改修によって最小 IS値が、RC造建築物で平均 0.43

から 0.72に、SRC造建築物で平均 0.41から 0.72に、S造

建築物で平均 0.54 から 1.02 に、屋内運動場で平均 0.59

から 1.07に向上した。 

③RC 造建築物の IS値は、耐震改修前は 0.4 から 0.5 にピ

ークをもつ対数正規分布で近似でき、耐震改修後は分布の

ピークが 0.7付近になった。 

④RC 造建築物 2421 棟のうち、750 棟の耐震改修が行われ

た 2015年 12月までの時点で、旧震度Ⅵレベルおよび旧震

度Ⅴレベルの地震動によって中破以上の被害を受けると

予測される地震被害率はそれぞれ 33％、18％である。 
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図 3.改修率ごとの RC 造建築物の IS値分布 

 
図 5.改修率と予測地震被害率の変化 

 
図 4.地域ごとの判定棟数 


